
費　　　　　　　　　目

★一般会計                           

01款 議会費  (単位　　円)

 01項 議会費　　　  

  01目 議会費　　 

300,824,112 円

○市議会広報事業　　　　　　　　　　　　　　　    　  2,985,290 円

　・市議会だよりを年4回、各定例会後に発行

発行部数 160,000部

印刷製本費 2,334,290円

　・本会議のＴＶ中継を実施（ＣＡＴＶ35ch、市民課ロビー他）

機器操作委託料 651,000円

　・議会ホームページにより議会情報と本会議会議録を提供

○本会議

開催状況 (単位　日､人)

 実時間

日

数

人

数

　６月定例会 15 6 4 13

　９月定例会 22 6 4 15

　11月定例会 16 6 4 17

　３月定例会 25 7 5 17

78 25 17 62

議案審議状況 (単位　件)

　６月定例会 3 4 2 7     3

　９月定例会 6 10 4 2 2 1 5

  11月定例会 6  13 3 1 1  1  

　３月定例会 17 14 1 3 3 3    

32 10 35 5 15 4 4 1 1   8

○意見書

　・浜岡原発の安全を求める意見書

　・静岡県に法科大学院を設立することを要望する意見書

　・小児救急医療制度の充実・強化を求める意見書

　・国民・消費者の食品全般に対する不信を解消するための品質表示に関す

　　る意見書

主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

300,824,112

会  議  名 会                 期

会

期

日

数

開

会

日

数

質 問

時間：分

平成13年6月5日　～　6月19日

300,824,112

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

16:56

平成13年9月11日　～　10月2日 20:38

平成13年11月27日 ～ 12月12日 22:19

平成14年3月1日　～　3月25日 24:35

平 成 13 年 度 合 計 84:28

請 願 ･ 陳 情

決

議

そ

の

他

審

議

未

了

等

採

択

不

採

択

取

下

承

認

条

例

・

規

則

意

見

書

会  議  名

市 長 提 出 議 員 提 出

予

算

決

算

条

例

人

事

案

件

審

議

未

了

等

19

30

25

選

挙

合　計

そ

の

他

審

議

未

了

等

41

合 計 115
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○常任委員会･議会運営委員会･特別委員会

3 3 6  3 3 3 3 6

5 7 12 2 2 1 1 1  1 4

4 3 7 1 3 4 4 4 1  9

6 10 16 1 1 5 5 1 1 12

13 6 19   

4 10 14  2 2 1 1

35 39 74 1 11 12 13 13 3 2 1 32

○政務調査費補助金　                                4,379,743 円

　市議会における市政に関する調査研究の推進を図るため、各会派に政務

調査費の補助を行った。

02款 総務費 (単位　　円)

 01項 総務管理費

　01目 一般管理費

       1,118,704,073 円  

○庁舎維持・管理事業

    庁舎本館外壁防水工事、本館南側自転車置場改修工事等を実施し、庁舎機

  能の保持及び庁舎内外の維持管理と市民サービスの向上に努めた。

○入札・契約制度の改善

　　公共工事の入札・契約制度について、より一層の透明性、客観性及び競争

　性を高めるため次の改善を行った。

　・制限付き一般競争入札の試行的実施　　　　　　9件

　・低入札価格調査制度の試行的実施　　　　　　　9件

　・設計図書のＣＤ化の試行的実施（建築関係） 　23件

　・工事希望型指名競争入札の導入の決定（平成14年度から実施）

○公用車集中管理方式の導入

  ・公用車集中管理方式の導入の決定（平成14年度から実施）

  ・集中管理車両31台の決定。台数削除車両8台の廃車。

  02目 人事管理費 (単位　　円)

606,045,342 円

決　算　額
特　　定　　財　　源

3,316,032

1,400,000

決　算　額

606,045,342

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

1,113,991,6911,118,704,073 1,396,350

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

特　　定　　財　　源

604,645,342

閉

会

中

合

計

合

計

予

算

委 員 会 名

委員会開催日
数

協議会開催日
数 付 託 件 数

開

会

中

そ

の

他

合

計

総 務 委 員 会

文 教 委 員 会

決

算

条

例

請

願

陳

情

開

会

中

閉

会

中

福祉厚生委員会

経済建設委員会

議会運営委員会

公共用地検討
特 別 委 員 会

合 計
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○行政機構と職員配置

　　平成14年3月31日現在の状況は､次のとおりである｡ (単位　人)

○採用･退職

　　平成13年度における職員の増減状況は､次のとおりである｡
(単位　人)

　平成13年度末職員数には平成14年3月31日付退職者19人を含む｡(　)内は部局間の異動人数

○平均年齢･平均勤続年数･平均給料

　　市職員の平成14年3月31日現在の平均給料等は､次のとおりである｡

(単位　人､円)

43 歳 1 ヶ月 20 年 9 ヶ月

45 歳 5 ヶ月 21 年 4 ヶ月

43 歳 4 ヶ月 22 年 0 ヶ月

48 歳 0 ヶ月 27 年 1 ヶ月

44 歳 0 ヶ月 21 年 6 ヶ月

25 歳 8 ヶ月 1 年 1 ヶ月

43 歳 4 ヶ月 20 年 10 ヶ月

市長の事務部局の職員
(8部(1事務所) 28課
7室)

405 0 24

部 局 名 事 務 吏 員 技 術 吏 員 消 防 吏 員 教 員
そ の 他 の
職 員

計

589

議会の事務部局の職員 6 1 0 0 0 7

160 0

教育委員会の事務部局
及び教育機関の職員
(1部　5課)

105 32 0 70 8 215

選挙管理委員会の事務
部局の職員 0 0 0 0 0 0
監査委員の事務部局の
職員 5 0 0 0 0 5
農業委員会の事務部局
の職員 3 0 0 0 0 3

消防機関の職員 0 0 120 0 0 120

合　　　計 524 193 120 70 32 939

部 局 名
条 例
定 数

平成12年度末
職 員

採 用 退 職
差 引
増 減

平成13年度末
職 員

市長の事務部局の職員
(17) (20)

612 592 22 22 △ 3 589

議会の事務部局の職員
(1) (1)

7 7 0 0 0 7

教育委員会の事務部局及び
教育機関の職員

(18) (15)

241 215 6 9 0 215

選挙管理委員会の事務部局
の職員

(2)

6 3 0 1 △ 3 0

監査委員の事務部局の職員
(1) (1)

5 5 0 0 0 5

農業委員会の事務部局の職
員

(1) 0

4 3 0 1 0 3

消防機関の職員
(1)

120 120 2 3 0 120

合　　　　　計
(39) (39)

995 945 30 36 △ 6 939

平 均 給 料

事 務 524 372,289

職 名 人 員 平 均 年 齢 平均勤続年数

吏

員

技 術 193 369,633

消 防 120 367,432

教 育 70 425,566

計 907 375,193

そ の 他 の 職 員 32 196,269

合         計 939 369,095
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○職員研修事業　　　　　　　　　　　　　　　　　     10,011,858 円

　・集合研修 (単位　人､日)

ゴミ収集業務体験研修

　　　　　　　　　　　　　

　・海外派遣
(単位　人)

　　　　　　　　　　　　　　・静岡県自治研修所 (単位　人､日)
人
数

日
数

１ 4

2 １

地域づくり戦略講座 １ 10

１ 3

管理者戦略研修 １ 2

地方公務員法リーダー養成講座 １ 2

自己開発（AIA:心構えの開発） １ 4

政策法務講座 1 3

情報の処理と文章化技術講座 １ 2

交渉力養成講座 １ 2

１ 3

ディベート講座 １ 2

１ 2

研 修 名 人 数 日 数 対 象 内 容

地方公務員としての心構え､各部の仕事､接遇､服
務､給与外

新規採用職員研
修(Ⅱ部) 13 52

平成13年度新規
採用職員

新規採用職員研

修(Ⅰ部) 26 9
平成13年度新規
採用職員

接遇フォロー､公務員としての自覚と責任意識向
上

初級職員研修 23 3
勤続３年の一般
職員

地方自治制度､地方公務員制度

　　〃　(Ⅲ部) 27 3 〃

交渉能力､説得力向上講座

上級職員研修 18 3
勤続12年の一般
職員

企画書の作り方､プレゼンテーションの基本

中堅職員研修 27 2
勤続８年の一般
職員

新任監督者の職場内での職責を認識し、リー
ダーとしての能力向上を図る

新任課長補佐研
修 10 3 新任課長補佐級

管理者補佐としての役割・使命についての認識
を深める

新任係長研修 9 3 新任係長級

管理者としての必要な知識・役割について学ぶ

政策管理者研修 11 1 部長相当職 政策形成能力開発と行政運営

新任課長研修 13 2.5 新任課長級

各階層の役割を認識し､企画立案､プレゼンテー
ションの方法

新規採用予定職
員事前研修 21 2

平成14年度採用
予定職員

市職員としての基本姿勢の取得及び近隣自治体
との人的ネットワーク構築

プロジェクト支
援研修 18 5 各階層職員

セクシャルハラスメント防止･周知､職場環境の
整備

技能労務職員研
修 14 1 技能労務職員 公務員の服務と倫理への意識向上

セクシャルハラス
メント防止研修 200 1 全職員

メンタルヘルスに関しての正しい知識を身につ
ける

情報戦略推進 176 16 全職員
パソコンの基礎知識の習得及びＥxcel，Word等
の操作技術習得

メンタルヘルス
研修 80 1 部課長級職員

研 修 テ ー マ

欧州都市行政調査団 1
ロンドン､タラゴナ､アウ
クスブルグ、パリ

H13.10.16 ～
H13.10.25(10日間)

行政全般

コ ー ス 名 人 数 研 修 先 期 間

行政全般

研　　修　　名 対 象 内 容

欧州個性あるまちづく
り・地域の活性化コー
ス

1
ロンドン、バーデンバー
デン､フィレンツェ、ロー
マ､パリ

H13.11.1 ～
H13.11.15(15日間)

マーケティング技法講座
マーケティングに関する基礎知
識の習得

成果主義の行政運営講座
成果主義による行政運営の基礎
知識

一般職員

〃

行政課題研究講座を終
了した職員

グループワークによる地域課題
の研究

施策や事業を市民に効果的に説
明する能力を養う

一般職員

部課長の職にある職員 管理者の戦略

講師となることが予定
されている職員

地方公務員法の専門的､実践的
知識の習得

一般職員 自己開発

〃
条例･規則の意義の理解､立法技
術の習得

〃
必要な情報を見つけ、市民が納
得するような文章力を身につけ
る

交渉の実践的知識や手法の習得〃

政策形成能力向上のための技法
習得講座

政策形成能力向上のための技法
の習得
説得力向上､論理的思考能力･話
し方技術の習得

〃

〃

ヒューマンパワーセミナー
（リーダー人間学）

部課長の職にある職員 自己変革

プレゼンテーション能力向上講
座
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・市町村職員中央研修所 (単位　人､日)
人
数

日
数

住民税課税事務 １ 9

１ 9

１ 8

・(財)静岡県総合管理公社土木技術専門研修 (単位　人､日)
人
数

日
数

2 2

3 1

1 3

　・全国市町村国際文化研修所 (単位　人､日)
人
数

日
数

国際化対応コース １ 9 一般職員

　・静岡県市職員研修協議会東部ブロック (単位　人､日)
人
数

日
数

3 2 一般職員

　・快適都市創造研修 (単位　人)

　・民間企業派遣研修 (単位　人､日)
人
数

日
数

6 3 一般職員

　・３市５町合同研修（東部広域都市づくり研究会職員研修部会主催研修） (単位　人､日)
人
数

日
数

5 3 一般職員

5 3 一般職員

　・自治大学校派遣研修 (単位　人､日)
人
数

日
数

第２部課程第１３２期 １ 47 係長級

○自己啓発支援

　・通信教育研修受講補助 (54件　963,200円)　

　　通信教育研修修了者に対し､受講料の全額を補助した｡

　・自主研究グループ活動補助　(3件　150,000円)

　　学校栄養士研究会ほか２グループの自主研究活動に対し､各50,000円の

　　補助金を交付した｡

○定期健康診断

　　職員の健康管理と疾病予防を目的に､次のような健康診断を実施し､異常が

　認められた者には所要の診療を受けるよう指導した｡

研　　修　　名 対 象 内 容

担当職員･係長級 住民税･所得税課税

市町村税徴収事務 担当職員･係長級 市町村税の徴収

魅力あるまちづくり 担当職員･係長級 まちづくりに関してのノウハウ

研　　修　　名 対 象 内 容

トンネル研修 一般職員 トンネル工事に関する知識

舗装設計研修 　〃 舗装設計に関する基礎知識

道路設計研修 　〃 道路設計に関する知識

研　　修　　名 対 象 内 容

在日外国人への対応の実務に重
点を置いた内容

研　　修　　名 対 象 内 容

ホスピタリティマインド研修 相手の気持ちを思いやる接遇

研修テーマ 人数 研修先 期間

雨水を利用するせせらぎの仕掛け 3 世田谷区、墨田区 H13.5.31

歴史的小路の修景調査 2 京都市 H13.10.22

市街地再開発事業先進事例視察 3 名古屋市 H14.1.31

入札・契約事務に係る先進地視察 2 福井県鯖江市、福井市
H14.1.31～
H14.2.1(2日間)

三島市におけるＰＦＩ事業の可能性
について

2 東京都調布市、福島県川俣町
H14.2.13～
H14.2.14(2日間)

三島市におけるＰＦＩ事業の可能性
について

2 大阪府泉大津市、三重県桑名市
H14.2.13～
H14.2.14(2日間)

派遣先 対 象 内 容

株式会社イトーヨーカ堂三島店
民間企業のコスト意識、サービ
ス精神を学ぶ

研　　修　　名 対 象 内 容

政策形成研修 政策形成技法の習得

政策法務講座 条例立案能力向上

研　　修　　名 対 象 内 容

行政法､公共政策論等
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

(単位　人)

臨時･嘱託職員を含む

  03目 文書管理費 (単位　　円)

          23,389,175 円

○ファイリングシステムの維持管理事業　　　　　　      5,055,666 円

　  スムーズな文書の検索を確保するための文書管理方法として、ファイ

  リングシステムを平成8年度から導入しており、その定着及び継続を図るた

  め､平成13年度も引き続き維持管理を実施した｡

　　ファイリングシステムコンサルタント委託料　　3,381,000円

○情報公開制度の実施事業　　　　　　　　　　　　        777,650 円

　　市政運営の公開性の向上を図るために情報公開制度を平成9年11月から

　実施しており､平成13年度は開示請求が7件あった｡

　　また、同年度中に不服申立てが1件あり、情報公開審査会を9回開催した。

○文書管理システムの推進事業　　　　　　　　　　      1,913,512 円

　　永年保存文書のマイクロフィルム撮影を行った。

  　　マイクロフィルム撮影委託料　　　1,913,512円

○個人情報保護制度の実施事業 　　　 　 　 　　　　　　  452,760 円

　市民の基本的人権の擁護を図るために個人情報保護制度を平成13年1月か　

　審議会を3回開催した。

　また、制度についての周知徹底を図るため、講演会を実施した。　

　　平成13年度末現在、個人情報取扱事務の届出件数は、730件となった。

○職員提案制度の実施事業

　　職員の創意工夫、発想の転換等による事務の見直しを通じて行政事務の

　改善及び市民サービスの向上を図るため、職員提案制度を実施している。

　　平成13年度は54件の応募があり、17件が採用された。

○例規検索システム及び法令検索システムの導入事業

　　機構改革や地方分権の推進に伴う例規の制定、改廃に対処するため、庁

　内ＬＡＮに対応した例規検索システム及び法令検索システムの導入を行っ

　た。

○条例･規則等 (単位　件)

項 目 名 受 診 者 数
異常が認め
ら れ た 者

備 考

胸 部 レ ン ト ゲ ン 検 査 1,128 4

胃 レ ン ト ゲ ン 検 査 470 115
共済組合と共同実施(主に40歳以上の職
員)　臨時･嘱託職員を含む(市単独実施)

血 液 ･ 尿 ･ 心 電 図 検 査 1,148 915
共済組合と共同実施 臨時･嘱託職
員を含む(市単独実施)

臨時･嘱託職員を含む(市単独実施)特に
腰部に負担がかかる業務に従事する職員

Ｖ Ｄ Ｔ 検 査 101 0
臨時･嘱託職員を含む(市単独実施)
ＶＤＴ作業が概ね1時間以上の職員

廃 止 計

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

23,389,175

40

規 則 11 44 0 55

条 例 10 30

1 107

そ の 他 の 規 程 1 10 1

0

　ら施行しており、平成13年度中に個人情報保護審査会を1回、個人情報保護

区 分 新 設 改 正

12

合 計 22 84

23,389,175

腰 痛 検 査 559 39
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

  04目 広報費　　　　　　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 (単位　　円) 　

          86,805,665 円

○「広報みしま」による広報事業　　　　　　　　　     34,254,822 円

　　毎月1日･15日に発行(1･5･8･12月は1日号のみ)｡創刊以来､通算889号にな

　った｡

○市民カレンダーによる広報事業　　　　　　　　　      4,200,000 円

　　｢ふるさとの都市景観｣を写真で構成､通算35年目を迎え､41,000部発行し

　た｡

○電光表示板広報事業　　　　　　　　　　　　　　      2,248,660 円

　　静岡銀行中島支店前に設置された電光表示板を利用し、市からのお知ら

　せを午前10時から午後9時まで表示

○コミュニティ放送広報事業　　　　　　　　　　　     13,112,000 円

　　ＦＭみしま・かんなみが放送する｢三島市からのお知らせ｣(毎週月～金曜

　　　　　　　　　　　　　　日に10分番組を2回・5分番組を3回､土･日曜日に10分番組を2回)で､市政及

　び市に関連した行事等のお知らせをした｡

　　　コミュニティ放送広報事業委託　　　13,112,000 円

○市勢要覧  

　　三島市を市内外の人に知ってもらうため、600冊を発行。

  　　市勢要覧印刷　　530,250円

○テレホンガイド事業  　　　　　　　　　　　　　　        7,864 円

　　テレホンサービス｢子どものおはなし｣･｢市政だより｣延べ1,276人が利用｡

　通算565話､延べ329,819人が利用した｡市政だよりは､市の行事など週に2回

　　　　　　　　　　　　　　提供､528人が利用した｡

○有線テレビ広報事業　　　　　　　　　　　　　　 　　11,391,879 円

　　３チャンネル｢みしま広報室｣

　　　10分間の広報番組を、週に5日（週合計15回）放映した。

　　　　みしま広報室番組制作委託　　　1,953,000円

　　35チャンネル（三島市専用チャンネル）

　　　広報番組（10分）、文字放送（10分）、特集番組（30分）、ニュース番

　　　組（10分）を24時間毎日繰り返し放映した。

　　　　35ch専用委託　　　　　3,533,000円

○みしまめぐり

　　5回実施し、52人が参加した。このほか小学生を対象とした市役所社会

　科見学を13回（449人）行った。

  05目 市民相談室費

 

           6,439,358 円

6,439,358

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

決　算　額
特　　定　　財　　源

6,439,358

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

86,767,66586,805,665 38,000
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○市民相談事業　　　　　　　　　　　　　　　　　      3,720,620 円

　・相談受付件数 (単位　件)

12 13 12 13 12 13 12 13 12 13 12 13 12 13 12 13 12 13 12 13

79 379 11 8 15 53 414 453 48 68 15 20 115 174 475 367 13 11 42 46

　・市関係課　課別内訳 (単位　件)

部課名 12 13 12 13 12 13 12 13 12 13 12 13 12 13

5 11 8 2 2

3 1 1 1

11 4 5

6 2 4 38 25 1 1 3 2

4 1 2 1 8 6 1

2 9 2 7 5 1

1 2 3 15 8 1 1 3

12 1 1 1 25 20 1 2

3 1 10 2 2 2 2

2 4 24 18 1 1

1 1 4 4 1 1 1

1 3 5 1 2

3 2 1

1 1 2 2 4 1 2

1 3 2 1

1 4 3 19 29 1 1

1 1 22 9 2 1 3

6 7 2

2 4 14 14 1 1 1 1

1 1

　 　 1 　 1 9 4 1 1

6 1 6 8 23 20 1

2 12 18 41 46 2 3 2

1

1 2 1 1 3 1

1 1 1 4

1 2 8 2

3 9 4 1

1 3 1 4 27 12 1

7 4 1 1 75 109 53 47 1 6 10

1 1 4 5 1

2 4 2 2

15
環
境
市
民
部

39

防災交通対策室 56 70

水 と 緑 の 課

1

せせらぎ事業推進

室
10

種　別
一 般
相 談

市 長
相 談

行 政
相 談

法 律
相 談

登 記
相 談

ま
ち
づ
く
り
部

環 境 企 画 課 13

4 6建 築 指 導 室

土 木 課 142 172

建 築 住 宅 課 6 6

4下 水 道 建 設 課 9

都 市 整 備 課 32 17

都 市 計 画 課 12 5

水
道
部

水 道 営 業 課 1 0

水 道 工 務 課 4 5

下 水 道 管 理 課 2 5

秘 書 課 6 9

30

7

広 報 広 聴 課 18 20

情報システム課 1

財 政 課 4 3

総
務
部

総 務 課 24 34

人 事 文 書 課 26 13

財
政
部

課 税 課 8 4

収 税 課 5 1

管 財 用 地 課 5 8

経
済
部

農 政 課 5 17

商 工 観 光 課 26 24

楽 寿 園 8 5

18 16

健 康 増 進 課 28 35

4 16

民
生
部

社 会 福 祉 課 10 13

生 活 福 祉 課 10 16

介 護 保 険 課

生 活 環 境 課 44 38

年度
12 13

市 民 課 2 4

国 保 年 金 課

種別
一般相談

( 行 政 )
市 長
相 談

行 政
相 談

要望書
陳情書

市長へ
の手紙

声 の
ポスト

一 般
投 書

税 務
相 談

要望書
陳情書

件　数 1,227

合　計

市長へ
の手紙

声 の
ポスト

一 般
投 書

合　　計

1,579

12 13年　度

建
設
部
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

(単位　件)

部課名 12 13 12 13 12 13 12 13 12 13 12 13 12 13

1 1 2 7 1 1

1 2 2

2 1 40 16 3 1 1 1

1 2 1 1 1 22 10 1 1

1 3 1

1 7 11 1 2 1

1 3

1

1 24 1 1 15 53 1 1 8 1 6 2

38 123 23 21 27 66 127 187 476 372 25 24 52 53  

※市長への手紙　　　受付件数　　　　平成12年度　276通　　　　平成13年度　212通

○民事関係相談内訳 (単位　件)

　内　容

　　　　　　　　　　　　　 

○市政座談会

　　開催日　　平成13年5月22日～7月31日

　　実施地区　12地区(市内6地区で2会場に分けて12回実施)

　　参加者　　延べ474人(うち女性53人)

○女性議会

　　開催日　平成13年5月21日

　　場  所  三島市議会議場

　　参加者　25人(女性団体及び女性が構成員となっている諸団体から参加を

　　　　　　募り24団体から25人の応募）

　　テーマ  21世紀初頭のまちづくりの目標である｢水と緑と人が輝く夢ある

　　　　　　まち･三島-環境先進都市を目指して-｣を推進するための21世紀

　　　　　　のまちづくりについて

要望書
陳情書

市長へ
の手紙

声 の
ポスト

一 般
投 書

62

借 地 借 家 1 11 39 41

金 銭 貸 借 7 43 46

平成13年度

相 続 ･ 贈 与 ･ 遺 言 0 26 66 95

年度 平成12年度 平成13年度 平成12年度

出 納 室

種別 一　般　相　談 法　律　相　談

696 772合 計

0 1

3

合　計

年度

議 会 事 務 局 1

12

10

83

25

54

合 計 53 264 414 453

そ の 他 16 49

18

26

戸 籍 関 係 0 15 6 2

契 約 1 26

11

13

保 証 1 3 7 15

家 庭 内 問 題 5 12

49

9

親 子 関 係 6 15 6 15

損 害 賠 償 1 11

40

56

相 隣 関 係 8 18 7 25

婚 姻 ･ 離 婚 5 24

2 11 51不 動 産 関 係

13

そ の 他 25 89

教
育
部

スポーツ振興課

26 14

文 化 振 興 課 3 2

生 涯 学 習 課

3 2

学 校 教 育 課 47 18

教 育 総 務 課

消 防 本 部 9 4

種別
一般相談

( 行 政 )
市 長
相 談

行 政
相 談

13
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○子ども議会

　　開催日　平成13年7月7日

　　場  所  三島市議会議場

　　参加者　28人(市内14の小学校5～6年生対象  各校から2人）

　　テーマ　日頃の学校や家庭生活の中で考えている身近な問題や意見､将  

　　　　　　来の三島について

  08目 財産管理費 (単位　　円)

           6,179,272 円

○普通財産処分状況

・ 普通財産として処分した土地 (単位  ㎡,円)

  09目 企画費　　　　 (単位　　円)

          29,056,219 円

○行政評価推進事業　　　　　　　　　　　　　　　         73,515 円

　　各部より推薦された20名の行政評価研究会委員で、行政評価の基本を学習

　し、各部1政策・1施策・2事務事業の研究試行評価を行い、評価表記入にお

　ける問題点や各評価様式の検討を行い平成14年度試行用各行政評価表様式を

　決定した。　

○平和都市推進事業　　　　　　　　　　　　　　　        715,960 円

　・広島市平和祈念式参列

　　　日　時　平成13年8月6日（月）午前8時～

　　　場　所　広島平和記念公園

　　　参加者　中学生7人、職員１人、計8人

　・市民映画会の開催

　　　日　時　平成13年8月8日（水）　①午前10時～　②午後2時～

　　　会　場　三島市民文化会館　小ホール

　　　上映作品　｢かんからさんしん｣（アニメ映画）

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支出金 市　　債 そ　の　他

6,179,272

所　在　地 地目 面　積 売 払 金 額 備　　考

6,179,272

緑町76-9　外 宅地 30.47 4,113,450

川原ヶ谷字初音ヶ
原591-27

原野 193.04 2,316,480

山中新田字海老ノ
木404-14

原野 1,983.00 13,286,100 笹原山中バイパス工事用地

緑町76-11　外 宅地 29.60 4,144,000

　システム｣の整備に取り組んだ。

　現在、約14,000筆及び約740棟のデーター整理と入力作業を実施している。

東駿河湾環状道路工事用地

合　　計 2,639.44 35,241,220

徳倉767-31　外
学校
用地

403.33 11,381,190

○公有財産の管理

　　市有財産の適正な管理と効率的な利活用を図るため、｢公有財産台帳管理

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

26,109,01929,056,219 2,947,200
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　　　入場者　約200人(入場無料)

　・街頭啓発活動

　　　日　時　平成13年8月9日（木）　午前11時～正午

　　　場　所　ＪＲ三島駅前､伊豆箱根鉄道広小路駅前､イトーヨーカ堂前

　 　 参加者　市長、市議会議員､自治会連合会役員､助役､収入役､教育長､ 

　　　　　　　部課長

　　　内　容　平和都市推進運動啓発用ウェットティッシュを街頭で配布

　・懸垂幕・横断幕の掲示

　　　期　間　平成13年8月1日（水）～8月31日（金）

　　　場　所　市役所庁舎本館､中央町別館

　　　内　容　｢昭和34年12月　三島市は平和都市（核非武装）宣言をして

　　　　　　　います　三島市･三島市議会｣

　・「原爆と人間」パネル展の開催

　　　期　間　平成13年8月5日（日）～8月15日（水）

　　　場　所　生涯学習センター､中郷文化プラザ

　・サイレン吹鳴

　　　日　時　8月6日 （広島平和記念日）、8月9日（長崎原爆の日）

　　　　　　　8月15日（終戦記念日）

○第３次三島市総合計画等推進事業　　　  　　　 　　 　1,854,558 円

　　平成12年度に策定された、第３次三島市総合計画書の印刷製本及び

　三島市のホームページに掲載するため第３次三島市総合計画書のＷＥＢ

　 　･内容

： 291,900円

静岡市鷹匠2－7－2

㈱地域まちづくり研究所　 代表取締役  伊藤光造

・第２次国土利用計画(三島市計画)策定作業

　第２次国土利用計画(三島市計画)については、平成11年度より作業を開

　始しているが、当市には3つの土地利用上の課題として多機能型新都市

　開発構想の取り扱い、坂地区の土地利用の問題、北沢亜鉛工場跡地の土

　地利用の問題があり、庁内に特別部会を設置し、検討を重ねた。特に、

　北沢亜鉛工場跡地の土地利用については、平成13年2月9日に市民懇話会

　を設置し、検討を続けている。

　国においても、有害化学物質や重金属などの土壌汚染に対応するため、

　汚染者らに汚染の浄化・除去を義務付ける土壌汚染対策法が平成14年

　5月22日に成立している。

［北沢亜鉛工場跡地土地利用検討懇話会］

　 　平成13年2月9日発足　13年度中は3回開催

　 ○市制６０周年記念事業　　　　                        2,752,842 円

　　市制６０周年を迎えたため、「市制60周年記念式典」、「宝くじふるさ　

　とワクワクシアター」やファイナルイベント「第九」の合唱等を行った。

○頼朝ゆかりの都市（鎌倉市）親善交流事業　                4,800 円

　　婦人学級の交流、「三島まちづくりカレッジ」視察研修等市民レベルの交

　版を作成した。

計画書印刷製本：1,000部

1,260円×1,000部＝1,260,000円

ＷＥＢ版作成

委 託 先
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　流を主に行った。

○大場駅東口設置連絡協議会負担金

　　県立三島南高等学校の平成13年4月の校舎移転改築に伴い、生徒の通学路

　の交通安全を確保するために、関係市町、県立三島南高等学校PTA､県立三

  島南高等学校PTA通学路安全推進委員会､県立三島南高等学校同窓会と協議

　会を設置｡改札業務の運営費の一部を負担した。

（三島市負担分　836,000円）

  10目 国際交流推進費 (単位　　円)

     

          10,713,419 円

○国際交流推進事業　　　　　　　　　　　　　　      3,529,750 円

　・外国人相談窓口業務の実施

　

　・中国麗水市公式訪問団受入れ（7人）

　　8月12日～8月19日　　団長：謝　力群　市長

　　(三島市国際交流協会への委託事業)

　・三島市麗水市友好都市提携締結調印式

　　8月15日　　三島市民生涯学習センター講義室

　　5月14日～5月21日　　団長：志村　肇　市議会議長

　　事前研修：4回、事後研修：1回

　・富士山国際サマーキャンプ参加

　　8月6日～8月9日　　参加者14人（うち外国人は6人）

○市単独運営費補助金　　　　　　　　　　　　　　      4,200,000円

　国際交流協会補助金　　　　　　　　4,200,000円　　　　　　　　　　　

　活動状況

　・英会話サークル30周年記念事業　4月8日

　・ニュープリマス市高校生訪問団受入れ（8人）

　　4月14日～4月18日　　高校生6人、引率者2人

　・パサディナ市立大学教授受入れ

　　5月3日　　カレン・ホルガソン氏

　・中国浙江省経済連視察団受入れ（7人）

　　2月14日～3月7日(週1回全4回)

　　講師：田中　澄子　氏　受講者：20人

　・初心者のための中国語会話教室

　　5月14日～7月16日(週1回全10回)

　　講師：巫　瑞文　氏　           受講者：23人

　・三島市グッドウィル通訳講座

10,713,419

　　スペイン語・ポルトガル語毎週金曜日6時間　英語･中国語・日本語随時

　　相談件数内容：146件 行政･医療・税金･保険･教育･住居･言葉・福祉等

　　ポルトガル語　56人　スペイン語　49人　中国語2人

10,713,419

そ の 他
一 般 財 源

国 ・ 県 支 出 金 市 債
決　算　額

特　　定　　財　　源

　・ニュープリマス市公式訪問派遣（21人）

　・ニュープリマス市への小・中学生等研修生派遣

　　3月21日～3月28日　　引率者2人
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　　7月18日　　団長：朱　如仙　浙江省供銷合作社連合社人事処副処長

　・夏期英会話講座

　　7月23日～8月22日(週3回全12回)　　受講者：83人

　・パサディナ市からの研修生受入れ(2人)

　　日本の生活を体験

　・富士山国際サマーキャンプ参加外国人受入れ（ホームステイ）

　　8月9日　　ブライアン・タケダ　パサディナ市日系文化会館理事長家族外

　 　　　　　　3家族

　・日本語の教え方講座

　　前期コース  9月 6日～10月19日(昼・夜各週1回全7回)　受講者24人

　　後期コース　1月31日～ 3月29日(昼・夜各週1回全8回)　受講者24人

　・下田街道まつり参加

　・タラナキ地区ニュージーランド日本友好協会会長夫妻受入れ

　　10月4日　　ブライアン・キング夫妻　

　・国際交流フェア

　　10月14日　　場所：日本大学国際関係学部8号館

　・第38回姉妹都市親善英語スピーチコンテスト

　　11月4日　　参加者：中学生の部25人　高校・大学・一般の部8人

　・外国籍市民との新春交流のつどい

　　1月28日　参加者250人(うち外国人は18カ国　140人)

　・ＭＩＲＡ通信の発行

　　第37号　　 6月15日　　　　第38号　　9月15日

　　第39号　　12月15日　　　　第40号　　3月15日　(市内全世帯に配布)

　・国際理解教育（市内小中学校)　7月5日、11月5日、12月6日

　・英会話サークル　通年

　　初級クラス・中級クラス（各週1回）

　・日本語サークル　通年

　　登録制

○その他各種補助金 　　　　　　　　　　　　　　      2,710,000 円

　・パサディナ市夏期研修生補助金　　　　　　360,000円

　　パサディナ市へ研修生派遣(2人)

　　がら米国の生活を体験

　・ニュープリマス市派遣中学生等補助金　　2,350,000円

　　3月21日～3月28日　小学生6人、中学生7人、

  11目 ふるさと創生費 (単位　　円)

     

           1,000,000 円

　　8月1日～9月1日　研修生はパサディナの一般家庭にホームステイしな

　　ニュープリマス市への小中学生等訪問団派遣（15人）

　　英語スピーチコンテスト各部門優勝者2人

　　7月26日～8月28日　研修生はそれぞれ市内の一般家庭にホームステイし､

　　9月23日　　模擬店：各国の料理

国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

656,985

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源

343,0151,000,000
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○｢大場川まつり｣(フェスタ大場川)　      1,000,000 円

　　　開催日　平成13年5月5日（祝日）

　　　場　所　大場川･日の出町～谷田やすらぎ橋･うるおい橋の間

　　　参加者　約12,000人

　　　内　容　ボートで川下り､アマゴ釣り大会､川辺のコンサート､

　　　　　　　アユのつかみどり､フリーマーケット等

  12目 街中がせせらぎ推 (単位　　円)

  　　 進費

         290,489,422 円

○街中がせせらぎ事業　 　　　　　　　　　　　　    280,934,422 円

　　｢住みたい街｣､｢歩きたい街｣を目的に､｢水｣､｢緑｣､｢歴史･文化｣をキー

　ワードに回遊ルートを軸とした周辺整備をすることを目的に、市民との

　対話と協働で事業の企画段階から事業施行、維持管理までパートナーシ

　ップによるまちづくりを推進する。平成13年度のＪＲ三島駅南口駅前広

　場修景整備を手始めに平成17年度まで推進する。

　　キャンペーン業務委託　 円

　　管理運営業務委託　 円

　　実施設計業務委託（その１） 円

　　分筆登記委託　　　 円

　　案内サイン設置計画業務委託 円

　　案内サイン設置業務委託 円

　　大場川の河川水質調査業務委託　　 円

　・工事請負費

（単位　円）

楽寿園駅前口周辺修景整備工事

鎌倉古道(広瀬通り)修景整備工事

○平成12年度繰越明許費        　　　　　　　　　　　　6,300,000円

　　ＪＲ三島駅南口駅前広場整備実施計画業務委託

　6,300,000円

　　ＪＲ三島駅南口駅前広場を緑陰の多い快適な空間に整備するため、

　「ジャパネスク調（和風）」の景観としながら、水循環で対応する水の

　仕掛けや、「欅」をシンボルツリーとした植栽などの整備実施計画を作

　成した。

常緑中高木8本､落葉中高木11
本､低木369本ほか

石張舗装257㎡､車止め8基､園内
案内ｻｲﾝ3基ほか

自然色舗装403㎡､石張舗装170
㎡､円形水路89ｍ

自然色舗装733㎡､石張舗装41
㎡､張石122㎡､ﾃﾞｯｷ4基､
中木2本

JR三島駅南口駅前広場植栽工事 12,075,000

25,780,650

24,843,000

桜川プロムナード修景整備工事 49,329,000

合　　　　　　　　　　　　計 248,875,200

事　　業　　名 事業費 事　業　の　概　要

JR三島駅南口駅前広場修景整備工事 136,847,550
中央池1箇所､小湧間1箇所､せせ
らぎ水路29ｍ､透水性平板舗装
620㎡

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

45,994,422290,489,422 114,895,000 92,600,000 37,000,000

210,000

3,000,000

7,364,700

894,600

2,000,000

5,985,000

11,550,000
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　13目 女性政策費 (単位　　円)

2,047,419 円

○男女共同参画推進事業　　　　　                      2,047,419 円

　　「三島市女性行動計画（みしまアクションプラン）」の計画年度が13年

　度で終了するため、「三島市男女共同参画プラン（みしまアクションプラ

　ン・パート2)｣を策定した。

　　また男女共同参画社会実現に向け、意識の高揚、啓発を図るため、「男

　女共同参画講演会」を実施するとともに各種講座を行った。

三島市男女共同参画プラン印刷ほか印刷製本費   608,624円

　14目 公平委員会費 (単位　　円)

349,760 円

○公平委員会を3回開催した。

　　第1回　三島市管理職員等の範囲を定める規則の一部改正について

　　第2回　三島市職員組合の登録事項の変更について

　　第3回　(1)三島市管理職員等の範囲を定める規則の一部改正について

　　　　　 (2)三島市立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務

             災害補償の審査の請求に関する規則について

  15目 検査管理費 (単位　　円)

         429,984 円

(単位　件)

生 活 環 境 課 1

合　　　　計 270 249 19（契約解除2）

5

浄 化 セ ン タ ー 4 4

1

農 政 課 10 9 繰越明許 1

建 築 住 宅 課 54 45 債務負担行為 9

防 災 交 通 対 策 室 1 1

下 水 道 建 設 課 88 79
繰越明許 5
債務負担行為 2

水 道 工 務 課 29 29

土 木 課 74 73 債務負担行為1

429,984

○　課別検査実施状況

項目 工 事 請 負 契 約
完成検査 備　　考

課別 締 結 通 知 書

国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

429,984

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

349,760

都 市 整 備 課 2 1

水 と 緑 の 課 2 2

せせらぎ事業推進室 5

349,760

決　算　額
特　　定　　財　　源

2,047,419 79,950

債務負担行為 1

1,967,469
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○　工事検査月別実施率

○　年度別工事検査状況 (単位　件､点)

○　工事別評点 (単位　社､件､点)

点

点

点

点

点

  16目 情報管理費 (単位　　円)

           3,787,445 円

　  庁内事務のＯＡ化のため、各種事務システムの開発、三島市庁内ネット

3,787,445

○事務事業のＯＡ化事業                              3,606,535 円

3,787,445

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

管 工 事 16 27 76.11

施工体制 15

施工管理 15

出 来 形 50

建 築 工 事 20 36 76.00

土 木 工 事 44 170 76.14

契約解除２件

業 種 名 請 負 社 数 工 事 件 数 平 均 点 工 事 成 績 の 採 点 基 準

平成13年度 270 249 147 19 76.2

平成12年度 266 249 92 17 77.2

平成11年度 265

13 77.7302 20

18 76.6247 61

平成10年度 339 328 8 11 77.2

平成９年度 315

評点
備　　考

年度別 完成 中間・出来形 繰越 （平均点）

種別 契約件数 検査件数

合　　計 270 270

2 (契約解除）

次年度繰越 19 7.04

小　　計 270 249 92.22

３　月 17 106 39.26

２　月 10 39 14.44

12　月 51 14 5.19

11　月 28 19 7.04

10　月 27 15 5.56

９　月 19 17 6.30

８　月 14 9 3.33

７　月 40 9 3.33

６　月 17 4 1.48

５　月 10 2 0.74

４　月 17 0 0.00

(単位　件､％)

　 工事請負契約締結件数 検査件数 検査実施率

合 計 94 249 76.20

20

機械器具設置工事 5 6 76.67 合　　計 100

電 気 工 事 9 工程管理

5.56

10

１　月 20 15

76.30
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　ワーク（ＭＩＳ）や、三島市ホームページの改良等に取り組み、事務効率

　アップや市民への情報提供の充実を図った。

　　インターネット接続料（通信運搬費） 円

　開発用パソコン等機器リース料（使用料） 円

○平成13年度繰越明許費　　　　　　　　　　　　　　　

　・新世代ケーブルテレビ施設整備事業　　　26,611,000円

　　国の第2次補正予算を受けて、ケーブルテレビ施設整備補助を行うこ

　　ととなったが、年度内に事業が完了する見込みがないため、繰越明許

　　とした。

 02項 徴税費 (単位　　円)

  02目 賦課費

          85,234,249 円

○市税等の課税状況(現年度課税分) (単位　円)

　

　　

 

　　　　　　　　　　　　　

○納税義務者の状況 (単位　人､社)

　（市民税・軽自：課税状況調より　固定資産税：年度当初調定額より）

○人口・世帯・納税義務者別の状況 (単位　円)

　（個人市民税：課税状況調、固定資産税：年度当初調定額、

　　人口、世帯は各年１月1日現在　

　　13年111,954人　41,658世帯、12年111,477人　41,066世帯）

○固定資産評価審査委員会審査申出件数　

640,500

51,250 139,122 112,004

固定資産税
都市計画税

(交付金を除く）
59,616 160,215 172,639 58,837 159,719 171,999

個人市民税 51,199 137,595 111,836

1世帯 納税義務者

1人当たり 当たり 1人当たり 1人当たり 当たり 1人当たり

軽自動車税 30,489 30,099

区　　分

平成13年度 平成12年度

人口 1世帯 納税義務者 人口

税率 14.5%　  282
税率 12.3%　2,863

税率 14.5%　  274
税率 12.3%　2,822

固定資産税 38,660 38,134

区　　　分 平成13年度 平成12年度

市
民
税

個　　人 51,253 51,009

法　　人
3,145 3,096

合 計 15,734,152,000 16,168,639,267 16,008,546,540

都 市 計 画 税 1,155,053,000 1,192,049,008 1,169,116,068

特 別 土 地 保 有 税 10,346,000 34,331,400 56,689,600

市 た ば こ 税 682,104,000 673,602,180 685,293,029

軽 自 動 車 税 107,807,000 114,061,800 108,622,600

固 定 資 産 税 6,483,105,000 6,689,020,257 6,565,983,594

市 民 税 7,295,737,000 7,465,574,622 7,422,841,649

84,007,671

税 目 平 成 13 年 度 予 算 額
調 定 額

平 成 13 年 度 平 成 12 年 度

85,234,249 1,226,578

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

2,966,035
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○固定資産税課税資料整備事業 　　　　　　　　　     46,421,544 円

・土地家屋現況図経年異動データ更新業務委託料 円

　・標準宅地不動産鑑定評価業務委託料　 円

  ・土地評価資料分析業務委託料　 円

 ・家屋評価計算等パソコン使用料　　　　      円

  03目 徴収費 (単位　　円)

          72,443,000 円

○収納状況 (単位　円､％)

 

A

※ 但し､特別土地保有税徴収猶予に係る調定額 1,166,899,520円を 

　　　　除いた収納率 A は 91.06％となる｡

○納税貯蓄組合

　･納税貯蓄組合 (単位　件､世帯)

30 2 13

合 計 171 1,898 139 1,494 132 1,198

勤務先の組合 3 56 3

組合数 世　帯　数

地域別の組合 168 1,842 136 1,464 130 1,185

16,030,907,897 85.4

区 分
平 成 11 年 度 平 成 12 年 度 平 成 13 年 度

組合数 世　帯　数 組合数 世　帯　数

15,834,407,516 97.93

滞繰分 189,524,000 2,603,012,700 196,500,381 7.55合　計

現年分 15,734,152,000 16,168,639,267

計 15,923,676,000 18,771,651,967

83,354,673 16,444,926 19.73

計 1,171,348,000 1,275,403,681 1,182,053,244 92.68

8,206,000 0.67

都市計画税

現年分 1,155,053,000 1,192,049,008 1,165,608,318 97.78

滞繰分 16,295,000

8,206,000 23.9

滞繰分 1,000 1,190,323,020 0 0.00
特別土地保
有税

現年分 10,346,000 34,331,400

計 10,347,000 1,224,654,420

0 0 0.00

計 682,105,000 673,602,180 673,602,180 100.00

112,510,900 91.03

市たばこ税

現年分 682,104,000 673,602,180 673,602,180 100.00

滞繰分 1,000

110,896,100 97.22

滞繰分 976,000 9,532,150 1,614,800 16.94軽自動車税

現年分 107,807,000 114,061,800

計 108,783,000 123,593,950

463,584,384 91,459,907 19.73

計 6,575,532,000 7,152,604,641 6,632,691,996 92.73

7,421,843,577 89.19

固定資産税

現年分 6,483,105,000 6,689,020,257 6,541,232,089 97.79

滞繰分 92,427,000

7,334,862,829 98.25

滞繰分 79,824,000 856,218,473 86,980,748 10.16市 民 税

現年分 7,295,737,000 7,465,574,622

計 7,375,561,000 8,321,793,095

収 入 済 額 収納率

72,443,000

税　　目 区　分 予　算　額 調　定　額

72,443,000

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

・平成12年度 1件

・平成13年度 0件

7,549,500

29,919,960

5,460,000

3,492,084
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○年度別不納欠損額調 (単位　円､件)

区分

○臨戸滞納整理

　･臨戸訪問の合計 (単位　世帯､人､日)

延べ日数は、職員が臨戸訪問を実施した延べ日数を言います。

　･徴収税目及び金額 (単位　件､円)

7,245,300合 計 287 5,747,300 83 1,498,000 370

91,800

国 民 健 康 保 険 税 95 1,381,100 13 205,550 108 1,586,650

軽 自 動 車 税 26

100,400 11385,700 3

16,200 3075,600 4

486,100

固 定 ･ 都 市 計 画 税 56 2,639,900 10 277,200 66 2,917,100

法 人 市 民 税 8

40 363,500 70 814,600

13 535,150 85 1,349,050
市 ･ 県 民 税

普 徴 72 813,900

特 徴 30 451,100

内　　　容
現　年　度 滞　納　繰　越　分 合　　　　計

件数 金　　　額 件数 金　　　額 件数 金　　　額

2,227

実 施 延 べ 日 数 49 2 1 52

3 19 21 1,926合　 　  計 1,905 2,203 2

46

小 計 1,600 0 16 1,616

52

そ の 他 46 0 0

0 0

1,031

居 所 不 明 124 0 2 126

361

不 在 差 置 き 1,024 0 7

0 7滞
納
者
と
接
触
で
き
ず

伝 言 依 頼 354

転 居 先 不 明 52

21

小 計 603 3 5 611

0 0そ の 他 21

159

交 渉 進 展 無 25 0 0 25

0 5来 庁 依 頼 154

43

分 納 誓 約 232 1 0 233

130

滞

納

者

と

接

触

一 部 納 付 41 2 0

0 0完 納 130

世 帯 人 数 世 帯 人 数

区　　分

臨　戸　滞　納　整　理　の　計

業 務 内 夜 間 休 日 合 計

世 帯 人 数 世 帯 人 数

90,873,578

件 数 5,504 5,844 6,819

国民健康保険
税

金 額 94,135,895 74,428,926

77,707,184

件 数 5,318 3,902 3,853
合 計

金 額 115,200,664 81,110,005

1,865,600

件 数 1

特別土地保有
税

金 額

1,111,200

件 数 496 402 445
軽 自 動 車 税

金 額 1,132,450 989,200

23,639,029

件 数 740 689 595

固 定 資 産 税
都 市 計 画 税

金 額 24,121,868 29,436,929

51,091,355

件 数 4,082 2,811 2,812
計

金 額 89,946,346 50,683,876

2,510,700

件 数 34 30 42

48,580,655

市

民

税

件 数 4,048 2,781 2,770

法 人
金 額 6,207,800 3,211,500

個 人
金 額 83,738,546 47,472,376

年度 平 成 11 年 度 平 成 12 年 度 平 成 13 年 度

1,292,450 262 5,658,650小 計 192 4,366,200 70
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　･特別臨戸徴収

　　　春　季

　　　　実施期日　平成13年5月14日～5月18日

　　　事業への参加状況   戸別訪問の内訳
(単位　日､人)

日数とは､事業に要した実日数を言います｡

職員数とは､事業に参加した職員の延べ人数を言います｡

　　　秋　季

　　　　実施期日　平成13年10月9日～10月12日

　　　事業への参加状況   戸別訪問の内訳
(単位　日､人)

　　　冬　季

　　　　実施期日　平成13年12月10日～12月14日

　　　事業への参加状況   戸別訪問の内訳
(単位　日､人)

○嘱託徴収員による臨戸訪問 (単位　世帯､人､日)

179実 施 日 数 175 1 3

6,392

　合　計 7,251 8,222 10 10 75 88 7,336 8,320

7 － 62 －小　　計 － 6,323 －

94

その他 － 99 － － － － － 99

－ － 1 －転居先不明 － 93 －

4,043

居所不明 － 663 － － － 1 － 664

－ 1,492

不在差置き － 3,994 － 4 － 45 －

－ 1,928

滞
納
者
と
接
触
で
き
ず

伝言依頼 － 1,474 － 3 － 15

－ 3 － 26

68

その他 － 74 － － － 1 － 75

－ 312

交渉進展無 － 67 － 1 － － －

－ － － 15

273

分納誓約 － 960 － 2 － 10 － 972

－ 228

一部納付 － 273 － － － － －

－ － － －

滞
納
者
と
接
触

完　　　納 － 228

来庁依頼 － 297

小　　計 － 1,899

世帯 人数 世帯 人数

臨戸滞納整理の計

業務内 夜間 休日 計

世帯 人数 世帯 人数

合 計 15 40

428

収 税 課 5 15

国 保 年 金 課 5 5 滞 納 者 数

353

課 名 日 数 参加職員数 内 訳

管 理 職 5 20 訪 問 世 帯 数

合 計 10 32

特別臨戸

303

収 税 課 4 13

国 保 年 金 課 2 4 滞 納 者 数

特別臨戸

管 理 職 4 15 訪 問 世 帯 数 258

課 名 日 数 参加職員数 内 訳

収 税 課 5 26

合 計 22 80

管 財 用 地 課 5 10

国 保 年 金 課 5 20

829

財 政 課 2 4 滞 納 者 数 953

課 税 課 5 20 訪 問 世 帯 数

課 名 日 数 参加職員数 内 訳 特別臨戸
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

(単位　件､円)

 03項 戸籍住民基本台帳費 (単位　　円)

  01目 戸籍住民基本台帳

       費

         226,274,249 円

○戸籍関係

　・本籍数及び本籍人口 (単位　件､人)

　

 種別

 

　・届出事件数 (単位　件)

年度

○住民基本台帳関係

　・住民基本台帳人口及び世帯数 (単位　人､世帯)

種別

　　　　　　　　　　　　　　・届出事件数 (単位　件)

年度

776,950 － 4,490,550

計 － 12,967,350 － 2,683,450 － 15,650,800

国民健康保険税 － 3,713,600 －

1,242,400 －5,436,400 －

37,500 － 304,100

固定・都市計画
税 －

軽 自 動 車 税 － 266,600 －

50,000 － 100,000

6,678,800

法 人 市 民 税 － 50,000 －

件数 金額

市 ・ 県 民 税 － 3,500,750 － 576,600 － 4,077,350

　　　徴収税目及び金額

内 容
現年度分 滞納繰越分 合　　計

件数 金額 件数 金額

2,719,105

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

226,274,249 159,498,534

年次

平成14年 3月末 平成13年 3月末 増 減 数

64,056,610

本 籍 数 39,557 38,987 570

本 籍 人 口 104,174 103,609 565

種別

出　生死　亡婚　姻転　籍その他 合　計 新戸籍編製
戸 籍 全 部
消 除

平 成 １ 2 年 度 1,373 857 1,508 794 1,390 5,922 1,206 656

△ 20増 減 数 △ 28 119 △ 48 △ 47 105 101 0

年次

平成 14年 3月末 平成13年 3月末 増 減 数

人 口 111,074 110,839 235

世 帯 数 41,772 41,145 627

種別
出 生 転 入 転 居 死 亡 転 出

国 外
転 出

変 更

平成１2年度 980 4,035 1,985 72 2,174 14,971

職 権
消 除

戸 籍
異 動

合 計

2,183 15,048

122 △ 8 △ 26

1,012712 3,888 113

24増 減 数 △ 44 32 △ 32 0 9 77

1,036 72

平 成 １ 3 年 度 1,345 976 1,460 747 1,495 6,023 1,206 636

平成１3年度 936 4,067 1,953 834 3,880 87

61



費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・人口及び世帯数の推移(各年3月31日現在)

○外国人登録関係

    　外国人登録人口    (単位　人)

○証明等交付件数 (単位　件)

　　名　　称 　有　料　分　 　無料・公用分 　　　　　計　

戸籍関係

住民関係

身分証明

印鑑証明

印鑑登録証交付

自動車臨時運行許可

外国人登録関係

広域住民関係

広域印鑑証明

　　　　　計

○改製原戸籍及び除籍のコンピュータ化事業

 04項 選挙費 (単位　　円)

  01目 選挙管理委員会費

           3,943,698 円

○静岡県条例制定請求者署名審査事業　　　　　　　      1,447,771 円

　　　［事業概要］　静岡県が島田市、榛原町に建設中の「静岡空港」につ

3,943,698 1,939,582 2,004,116

国 籍 ブラジル 韓国・朝鮮 中 国 フィリピン ペ ル ー そ の 他 合 計

人 口 354 266 152 101 72 286 1,231

27,198 2,054 29,252

91,137 5,251 96,388

1,187 0 1,187

58,309 214 58,523

4,875 4,875

887 0 887

797 18 815

他課証明(市民課収納分) 2,829 1,729 4,558

319 319

233 233

187,771 9,266 197,037

34,652,257円

市 債 そ の 他

  改製原戸籍、除籍計130,801枚（67,837戸籍）のコンピュータ化を行っ

た。これにより、騰抄本の発行に30分以上かかるものもあったが、大幅に

短縮することができた。

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金

111,074

110,839

110,266

110,067

109,686

109,018

108,168

107,171

106,545

106,033

106,052

105,120

41,772

41,145

40,524

40,019

39,439

38,623

37,801

37,069

36,408

35,897

35,494

34,788

0

30,000

60,000

90,000

120,000

3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14

人､世帯

年

人口

世帯
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　　　いて、地方自治法第74条第1項に基づき、県民の意思を明らかにし県政

　　　の民主的な運営と発展を図ることを目的とした静岡空港建設の是非を

　　　問う条例制定の直接請求署名審査であり三島市提出分の審査を行う。

　　　［署名の状況］

署名総数 人 署名簿の冊数

有効署名数 人 無効署名数

【無効署名内訳】 (単位　　人)

  02目 明るい選挙推進費 (単位　　円)

           1,361,161 円

○明るい選挙推進事業　　　　　　　 　　　　　　　　     1,306,161 円

　・三島市明るい選挙推進協議会委員会の開催

　　5月14日開催　　平成12年度事業結果報告､平成13年度事業計画案の審議

　・明るい選挙啓発ポスター･書写コンクール

(単位　人)

　・新成人に対する啓発

　　選挙啓発物資を成人式当日会場にて配布

　　毎月20歳を迎える新成人宛､バースデーカードに小冊子｢選挙にのぞむ有

　　権者としてこれだけはおぼえておこう｣を同封して送付

　･静岡県･静岡県東部明るい選挙推進協議会主催事業に参加

  03目 参議院議員選挙費 (単位　　円)

          28,689,356 円

○ 参議院議員選挙執行事業 　　　　　　　　　　       11,427,097 円

　7月12日公示､7月29日執行

　　静岡県選出議員選挙 定数　        2人

　　　　　　　　　　　立候補者の数　6人

署名簿に登録なし 298 重複署名

11,725 1,413冊

10,934 791人

359

必要記載事項の記載なし 13 自署でない 34

印がない 16 期間外の署名 42

その他 29

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

1,361,161

区　　　分 応　募　数 入　選　数

1,361,161

ポ ス タ ー 79 20

書 写 184 31

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

28,689,356 28,689,356
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

  04目 県知事選挙費 (単位　　円)

          16,250,380 円

○ 県知事選挙執行事業 　　　　　　　　　　      　　 13,469,084 円

 05項 統計調査費 (単位　　円)

  01目 統計調査総務費

          6,914,393 円

○統計資料等の発行　　　　　561,540円                 

　　｢三島の統計2002｣及び同ポケット版　　　　各700部

○統計調査員確保対策事業　　106,000円　　　　　　

  02目 指定統計調査費 (単位　　円)

           6,387,881 円

○指定統計調査事業      　  　　　 　   　  　　　　　　　855,594 円

立候補者5人

区　　　　　分 男 女 合　　　計

選 挙 当 日 有 権 者 数 ( 人 ) 42,648 45,195 87,843

投 票 者 数 ( 人 ) 25,038 27,158 52,196

投 票 率 （ ％ ） 58.71 60.09 59.42

比例代表選出議員選挙 当選人数      48人

区　　　　　分 男 女 合　　　計

選 挙 当 日 有 権 者 数 ( 人 ) 42,695 45,222 87,917

投 票 者 数 ( 人 ) 25,057 27,160 52,217

投 票 率 （ ％ ） 58.69 60.06 59.39

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

7月12日告示、7月29日執行

16,250,380 16,250,380

区　　　　　分 男 女 合　　　計

選 挙 当 日 有 権 者 数 ( 人 ) 42,072 44,662 86,734

投 票 者 数 ( 人 ) 24,999 27,123 52,122

投 票 率 （ ％ ） 59.42 60.73 60.09

28,900

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

6,646,493

　　調査員の募集及び研修会・視察研修等の開催

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

6,914,393 239,000

6,387,881 6,387,881
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・事業所・企業統計調査（指定統計第2号)　　　

　　［目的］事業所や企業の産業、従業者規模等の実態を全国及び地域別に

　　　　　　　明らかにするとともに、事業所や企業の名簿を作成し、事業

　　　　　　　所・企業を対象とする各種統計調査のための標本フレームな

　　　　　　　どの基礎資料を提供する。

　　［調査範囲及び調査員数］　調査区　　市内の全事業所　

　　　　　　　　　　　　　　　調査員数　111人

　・工業統計調査(指定統計第10号)　　　

　　［目的］製造業に属する事業所の事業所数、従業者数、製造品出荷額等

　　　　　を調査して、工業の実態を明らかにする。

　　［調査範囲及び調査員数］　調査区　　市内全域　

　　　　　　　　　　　　　　　調査員数　22人

　・特定サービス産業実態調査（指定統計第113号)　　　

　　［目的］サービス産業の実態を明らかにし、サービス産業に関する

　　　　　施策の基礎資料を得る。

　　［調査範囲及び調査員数］　調査業種　　物品賃貸業、情報サービス業

　　　　　　　　　　　　　　映画館、ゴルフ場、テニス場、ボウリング場

　　　　　　　　　　　　　　遊園地、テーマパーク、ゴルフ練習場、劇場

　　　　　　　　　　　　　　映画制作・配給業・ビデオ販売業　　　　

　　　　　　　　　　　　　　調査員数　2人

　・商工業石油等消費構造統計調査（指定統計第115号)　　　

　　［目的］製造業におけるエネルギー（石油、ガス、電力等）受入量、消

　　　　　　費量、消費額、在庫量を調査し、消費の動向を明らかにする。

　　［調査範囲及び調査員数］　調査区　　従業員数による抽出　　　

　　　　　　　　　　　　　　　調査員数　22人

　・国民生活基礎調査（指定統計第116号)　　　

　　［目的］保健、医療、福祉、年金、所得等国民生活の基礎的事項を

　　　　　を把握し厚生労働省の所掌事務に関する政策の企画及び立案

　　　　　に必要な基礎資料を得るとともに、各種調査の調査客体を抽出

　　　　　するための親標本を設定する。

　　［調査範囲及び調査員数］　調査区　　北田町、青木、加屋町　　　

　　　　　　　　　　　　　　　調査員数　3人

 06項 監査委員費 (単位　　円)

  01目 監査委員費

          54,776,678 円

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

54,776,67854,776,678

 【平成13年度に実施した主な指定統計】
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○例月出納検査･定期監査･決算審査の状況

 

三島市環境美化推進員会

特定非営利活動法人　グラウンドワーク三島

 07項 諸費 (単位　　円)

  01目 交通安全対策費

         162,925,483 円

○駐輪対策事業　　　　　　　　　　　　　　　　　     49,740,547 円

　・三島駅北口､南口､広小路の3箇所の有料自転車等駐車場の管理運営を

　　シルバー人材センターに委託し､自転車等の利用率の向上を図った｡

　・駐輪街頭指導を実施するとともに､放置禁止区域における放置自転車の撤

　　去を実施し､放置自転車の一掃に努めた｡

○交通安全施設整備事業　                         　　 7,384,255 円

　　カーブミラー設置　　　　　30基

　　カーブミラー補修　　　　　94基

　　路面表示等設置・補修　　　40箇所

○交通安全教育指導事業　　　　　　　　　　　　　      6,166,779 円

　・交通安全思想の普及推進

　　幼児に対する交通安全教育の推進　

　　　　幼児交通安全クラブ､交通安全母の会への研修等

　　学校における交通安全教育の推進

監 査 の 種 類 実　施　期　日 監 　　 査  　　対  　　象

例月出納検査 毎月20日から
一般会計､特別会計､基金の運用状況､水道事業会計

(地方自治法
第235条の2第1項)

10日以内

平成13年9月21日
環境企画課､生活環境課、市民課、国保年金課、
総務課、人事文書課、秘書課、広報広聴課、情報
システム課、選挙管理委員会事務局、水と緑の
課、せせらぎ事業推進室､電線類地中化推進室、
防災交通対策室

　　　～10月16日

平成13年10月23日 健康増進課、社会福祉課､生活福祉課､介護保険
課、出納室、消防管理課､消防予防課､消防署､議
会事務局定 期 監 査 　　　～11月15日

(地方自治法
第199条第4項)

平成13年11月22日 財政課、管財用地課、課税課、収税課､検査室、
学校教育課、教育総務課、幼稚園（南、西、松
本、東、徳倉、錦田、みかど）　　　～12月20日

平成13年12月26日 農政課､農業委員会事務局、商工観光課､旧ネクス
テージ三島・ＴＭＯ対策室、楽寿園、生涯学習
課、文化振興課、スポーツ振興課～平成14年1月23日

平成14年1月28日 都市計画課､都市整備課、土木課、建築住宅課、
建築指導室、水道営業課、水道工務課、下水道管
理課、下水道建設課　　　～2月15日

(工 事 監 査) 平成14年1月29日
教育総務課、建築住宅課

　　　～1月30日

財政援助団体等監査 平成13年5月14日

(地方自治法
第199条第7項)

　　　～5月29日

決 算 審 査 平成13年6月1日
公営企業会計(水道事業)(地方公営企業法

第30条第2項)
　　　～7月3日

(地方自治法
第233条第2項)

平成13年7月3日
一般会計､特別会計､基金の運用状況(地方自治法

第241条第5項)
　　　～8月13日

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

106,194,100162,925,483 6,998,383 49,733,000
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　　　　｢交通安全リーダーと父母と交通安全を語る会｣の開催

　　高齢者に対する交通安全教育の推進

　　　老人クラブを中心に夜光反射タスキを配布｡夜間交通事故防止実践教室

　　　を開催｡

　　地域住民に対する交通安全教育の推進

　　　各季の交通安全運動における一斉街頭広報･地域交通安全教室等の開催

　・交通安全運動の実施

　・交通事故０の日

　　毎月10日､20日､30日に声の広報で市民に運動の周知徹底を図り､のぼり旗

　　等の掲出により街頭での指導の実施

　・自転車の交通安全対策

　　自転車利用者に対し､交通ルールとマナーの徹底を図るため､街頭における

　　指導､広報活動を推進するとともに､中学生に自転車の安全な乗り方のリー

　　フレットとサイクルカラーを配布及び小学生の交通安全子ども自転車大会

　　を開催

　・交通安全用品の配布

　　児童生徒の交通事故防止と交通安全意識の高揚を図るため､新小学1年生に

　　黄色いヘルメットや交通安全絵読本を､6年生には交通安全リーダーワッペ

　　ンとリーダー手帳を､新中学1年生には夜光腕章をそれぞれ配布

　　　　　　　　　　　　　○防犯灯維持管理事業　　　　　　　　　　　　　　     34,257,013 円

　・防犯灯の水銀灯化

　　平成13年度　新規　61基　修繕　759基

　　平成14年3月31日現在　6,081基設置済

　　　光熱水費　26,507,695円

　　　修繕料　　 7,749,318円

　・防犯灯の電気料金補助 

　　商店街が管理する防犯灯電気料金の1/3を補助

　　　19商店会　　　　　　　　1,429,000円

　　　　　　　　　　　　　○交通事故撲滅キャンペーン事業　　　　　　　　          595,107 円

　・交通事故撲滅市民の会

　　交通事故の撲滅を目指し､交通安全意識の高揚と市民を交通事故から守り､

　　安全で明るく住みよい街づくりの推進を目的に､自治会長により組織され

　　た､交通事故撲滅市民の会が街頭広報等を積極的に実施

　　　　　　　　　　　　　○交通対策事業             　　　　　　　　          9,244,951 円

　・自主運行バス運行委託料　　　8,994,000円

　　三島駅玉沢線の一部が廃止路線になったため、交通弱者の救済を目的と

　　して、バス事業者と委託契約し、バスの自主運行を実施した。

　　（翌年度に委託料の1/2の県費補助がある）

○国・県支出金を伴う事業費補助金                     9,910,883 円

　・超低床ノンステップバス導入事業補助金　　　　9,910,883 円

    路線バス事業者4社に対し､8台分のバス購入費の一部を補助した｡

○市単独事業費補助金                                4,562,000 円

　・循環バス運行事業補助金　　　　　　　　　4,562,000円

春 の 全 国 交 通 安 全 運 動  4月 6日～ 4月15日

夏 の 交 通 安 全 県 民 運 動  7月11日～ 7月20日

秋 の 全 国 交 通 安 全 運 動  9月21日～ 9月30日

年 末 の 交 通 安 全 県 民 運 動 12月15日～12月31日
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　　高齢者や自動車を運転しない市民の交通手段として、市街地の活性化

　　及び、街中がせせらぎ事業の回遊ルートの一部を運行コースに取り入れる

　　ことにより、同事業を支援する。

　　　　市街地循環バス　  せせらぎ号  4社

　　　　中郷地区循環バス　なかざと号  1社　平成14年2月1日運行開始

  02目 諸費 (単位　　円)

         274,247,891 円

○広域行政

　・駿豆地区広域市町村圏協議会（三島市ほか5市11町1村）

　　広域市町村圏計画を策定することを目的としている協議会

　　（平成12年度に第4次広域市町村圏計画策定）

　　窓口サービスの広域化を推進するため、圏内市町村の住民票及び印鑑

　　証明の相互発行を行っている｡（開始　平成11年11月１日～）

　・東部広域都市づくり研究会（三島市ほか2市5町）

　　市町村の枠を超えた交流人口の拡大など社会状況の変化に対応するた

　　めの広域都市づくりを検討する研究会（発足　平成11年11月１日～）

　　　　　職員研修・少年の船の共同実施など

○三島市暴力団追放推進協議会

　　暴力団追放運動をはじめ､交通安全(交通事故・暴走族撲滅)､覚せい剤

　撲滅､青少年健全育成（非行防止・いじめゼロ）等の運動を統合し､より

　力強い運動を展開するため､｢第11回三島市明るく住みよい街をめざす市民

　実施した。）

　　　開催日　平成14年2月19日（火）

　　　場　所　三島市民文化会館　　大ホール

　　　参加者　約800人

　　　内　容　大会宣言

　　　　　　　講　　演　静岡県弁護士会

　　　　　　　　　　　　民事介入暴力被害者救済センター委員長

　　　　　　　　　　　　　　弁護士　西河　修　氏

　　　　　　　市内パレード(文化会館～三嶋大社まで)

　　　　　　　　　　　　　　先導は静岡県警察音楽隊

○公共施設用地（県立三島南高等学校跡地）借地事業 円

　　平成13年度に県立三島南高等学校が三島市大場へ移転し、その跡地を暫定

　的な南二日町広場として利用できるよう民有地の取得又は借地契約の更新並

　びに県有地の借地契約に取り組んだ。

　行政事務の効率化、住民サービスの向上等をめざして、田方7町村と共同　

　運営をしている三島田方行政情報センター協議会と協力し、次のようなシス

　テムの推進を行った。

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

大会｣を実施した｡（平成11年度より「交通事故撲滅市民大会」と統合・

274,247,891 44,337,386 2,750,257

26,681,855

227,160,248

○事務の近代化
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・各部門の実施業務

　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　 

農業委員会事務局 農家台帳

生 涯 学 習 課 成人式､留守家庭児童館指導料

選 挙 管 理 委 員 会
事務局

定時登録名簿､永久選挙人名簿､有権者統計

教 育 総 務 課 幼稚園保育料､統計

学 校 教 育 課 学齢簿､入学通知書

水 道 営 業 課 上水道料金､納付書

下 水 道 管 理 課 下水道使用料､受益者負担金､統計

建 築 住 宅 課 市営住宅使用料､駐車場使用料

出 納 室 財務会計､ＯＣＲ

水 と 緑 の 課 墓園管理料

土 木 課 道路占用料､河川占用料

人 事 文 書 課 給与計算､給与口座振込､統計､予算資料

情 報 シ ス テ ム 課 三島市庁内ネットワーク

収 税 課
個人･法人市民税、固定資産税、都市計画税、軽自動車税、国民健康保険税
の収納及び口座振替

総 務 課 国勢調査

管 財 用 地 課 光熱水費支出

課 税 課
個人市民税､法人市民税､固定資産税(償却資産含む)､都市計画税､軽自動車
税､取得税･保有税資料､賦課調定

農 政 課 農業年金

財 政 課 財務会計､起債管理､決算統計

生 活 福 祉 課

敬老の日名簿､寿名簿､高齢者アンケート資料

身体障害者等施設入所者負担金､心身障害者扶養共済掛金､診療報酬明細書の
打出し

介 護 保 険 課 資格記録管理、受給者管理

健 康 増 進 課 予防接種､住民検診等

社 会 福 祉 課 児童手当､保育園料金

主 た る 業 務

市 民 課 住民記録､印鑑登録､外国人登録､戸籍事務

国 保 年 金 課
国民健康保険証､国民健康保険税､老人医療受給者証､台帳､国民年金､福祉年
金､年金の検認等

　・システム開発係関係

　　三島市庁内ネットワークの構築  パソコン一人1台体制の推進
　・稼動オンラインシステム一覧

　　住民基本台帳､国民年金､印鑑登録､児童手当､老人医療､

　　個人市民税､法人市民税､固定資産税､軽自動車税､国民健康保険税､税証明､

　　市営住宅､健康管理､上下水道料金､財務会計、介護保険

利 用 部 門

　・管理係関係
　　機器の保守
　　　　　コンピュータ本体や各課に配置されている端末の保守
　　電算機の処理・運用
　　　　　税の計算や台帳作成等の処理、運用
　　情報センター
　　　　　韮山町、伊豆長岡町、修善寺町、中伊豆町、天城湯ヶ島町、
　　　　　土肥町、戸田村と共同でソフトやシステム開発の維持
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・協議会共同利用の負担金と専任職員
(単位　円､％､人)

　　市民がＩＴ（情報通信技術）講習を受ける機会を拡大させるため、地方

　公共団体が自主的に行う講習会の開催を支援する施策が国より示され、県

　の10/10補助で実施。

　　1講座12時間の講習会を市内各所で計253講座実施。

　　4,676人が受講し、市民のＩＴ技術習得に役立てた。

　　　　臨時職員の雇用（共済費、賃金） 円

　　　　講師派遣（報償費、役務費、委託料） 円

　　　　講習関係消耗品（消耗品費） 円

　　　　ソフト使用ライセンス料 円

合 計 584,824,000 100.0 16

戸 田 村 26,932,000 4.6

○ＩＴ講習推進事業 　　　　　　　　　　　　　　　　　44,337,740 円

539,700

201,600

3,585,323

40,011,117

1

土 肥 町 40,272,000 6.9 1

天 城 湯 ヶ 島 町 37,871,000 6.5 1

中 伊 豆 町 46,003,000 7.9 1

修 善 寺 町 55,224,000 9.4 2

伊 豆 長 岡 町 44,373,000 7.6 1

韮 山 町 77,025,000 13.2 2

三 島 市 257,124,000 43.9 7

市 町 村 負 担 金 負 担 金 割 合 専 任 職 員 数
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